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GIS ベースレセプターモデルによる汚染源解析手法の開発と展望 
～残留性有機フッ素化合物(PFCs)による広域水環境汚染における解析事例～ 

横国大環情研究院 ○頭士泰之, 益永茂樹 
Development and Future Prospects of Novel Source Apportionment Method by GIS-based Receptor Model –Case Study on Diffuse Water 
Pollution by Perfluorinated Compound (PFCs)–, by Yasuyuki ZUSHI and Shigeki, MASUNAGA (Grad. Sch. of Env. and Infor. Sci., YNU) 
 

1. 緒言 
 
残留性有機フッ素化合物(PFCs)による汚染は世界中の

至る所で確認され , その遍在的な汚染状況から

Ubiquitous 汚染とも呼ばれる。2009 年 5 月に国際的な残

留性有機汚染物質(POPs)の規制・廃絶に係る条約(POPs
条約)の締約国会議が開かれ, ペルフルオロオクタンス

ルホン酸(PFOS)とその合成出発物質(PFOSF)が Annex 
B(制限的製造・使用)として POPs に指定された。これを

受けて日本においても, 2010 年 5 月より化審法の対象物

質に登録されている。 
しかし, PFOS をはじめとする PFCs（表 1 参照）の用途

は撥水スプレー, 繊維製品, 消火剤など多岐に渡り, 市
販製品にも多く利用されていることから, これらを製

造・利用する工場・事業所以外にも, 流出源が面的に広

域に存在する（いわゆるノンポイント汚染）と考えられ, 
製造・加工段階における一部用途への使用・製造等の規

制のみでは汚染低減効果が低いと考えられる。 
実際に, 著者らは水環境中での PFC のノンポイント汚

染実態を報告し 1,2), また東京湾底質の柱状サンプルを利

用した PFC 汚染の歴史トレンド調査から一部 PFC 同族

体について明確な減少傾向がみられていないことを報

告してきた 3)。これらのことから PFC 汚染は複雑な成り

立ちとなっていると考えられ, 汚染低減のためには汚染

源の把握とその寄与の定量化を行い, それら情報に基づ

き対策に取り組む事が重要と言える。 
先にも述べたとおり, PFCs による遍在的汚染が報告さ

れており, 水環境においてもノンポイント汚染形態を有

し, 広域に分布した汚染原因が PFC 汚染に寄与している

と考えられる。著者らはこれまでに, このような特殊な

タイプと言える新規汚染に対し , 地理情報システム

(GIS)を導入し, PFCs の汚染源把握のための新規手法開

発に取り組んできた 4)。GIS は近年急速に発展している

技術の一つであり, 環境分野においては調査・統計結果

や数理モデルの計算結果を地図上に表示する等, 視覚的

な情報伝達を促進させる役割からその利用が注目され

ている。一方で GIS を「地理情報データベース」として

活用した解析についてはまだ事例が多いとは言えない。 
化学物質汚染に関する研究分野においては, 汚染予測や

汚染によるリスクを表現するためにGISベースでのモデ

ルシミュレーション開発が行われてきており , 
SHANEL5), G-CIEMS6), ADMER7)などはフリーウェアと

して一般利用可能となっている。しかしこれら GIS モデ

ルはいわゆるソースモデルとして分類されるべきもの

であり, 基本的には環境放出量情報に基づいて汚染予測

がなされる。このことから, 「放出量情報の無い汚染」

や「ミッシングソース（認知されていない汚染源）の存

在」には対応できない。 
上述の課題とその解決案を要約すると, PFC 汚染は 
 
1)ノンポイント汚染形態を有し, 空間的解析・評価が必

要であり, GIS の活用が有効である 

 

2)新規汚染であり, 未だ情報が限られている 

そのため寄与の大きい未知汚染源があり, ソースモデ

ルではなく, 環境中濃度（レセプターデータ）の解析

から汚染源を探索するレセプターモデルによる解析が

必要不可欠である 

 
上記の 2 点より PFCs 汚染に対しては, GIS ベースのレセ

プターモデルによる汚染源解析とその汚染寄与の評価

が重要になる。 
 
表１ 主要な PFCs と大別について 
PFC の 

大別 
化合物例 化学構造 備考 

PFSA  
PFOS(n=7),  

PFDS (n=9)など 
CF3(CF2)nSO3

- 
末端がスル

ホン酸  

PFCA  
PFOA (n=6),  

PFNA (n=7)など 
CF3(CF2)nCOO

- 
末端がカル

ボン酸  

FOSE 

N-MeFOSE, 
N-EtFOSE(右図)など  

PFOS の分解

前駆物質  
FOSA 

N-MeFOSE,  
N-EtFOSE(右図), 

FOSA など 

 

FOSAA 

N-MeFOSAA, 
N-EtFOSAA(右図)など  

FTCA 

8:2 FTUCA (n=8, 右

図 ), 10:2FTUCA 

(n=10)など 

 
PFCA の分解

前駆物質 

テロマー物

質とも呼ば

れる 
FTUCA 

8:2 FTUCA (n=8, 右

図 ), 10:2FTUCA 

(n=10)など 

 

PFPA 

PFHxPA (n=6), PFOPA 

(n=8, 右図)など  
末端がリン

酸  

THPFOS

THPFOS（右図） 

 
テロマース

ルホン酸  

 
先に触れた GIS を活用した PFCs の汚染源解析の事例

は, レセプターデータと GIS データベースに備えた地理

情報データとの関連性解析から, 商業用地や交通関連用
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地がなど面的に広がった要素が PFC 汚染に強く関連し

ていることを明らかにしており, ノンポイント汚染源の

把握に GIS 利用が効果的であることを示している 4)。 
一方でこの事例は小流域における調査解析であり, その

解析結果や手法適用の拡張性についての検討やノンポ

イント汚染源からの寄与の評価にさらなる検討が必要

であった。 
そこで著者らは, 解析対象範囲を東京湾流域全域に拡大

し, GIS ベースレセプターモデルによる汚染源解析のさ

らなる発展を試み, 広域に分布した未知の汚染源把握と

その寄与の評価の検討を行った。 
 
2. 解析方法 
 
汚染源解析のフロー 
東京湾流域全域の河川における PFC 汚染調査データ

（レセプターデータ：50 地点）8)を用いて GIS データベ

ースを活用した統計アプローチによる汚染源解析, すな

わちGISベースレセプターモデルによる汚染源解析を行

った。具体的には図 1 に示したように GIS データベース

から東京湾流域における集水域ブロックごとの地理情

報を抽出し, これらから汚染要因の候補変数を選定した。

この汚染要因候補変数を説明変数, レセプターデータを

目的変数とし, 重回帰分析により汚染源の探索を行った。

さらにこうして得られた重回帰モデルから汚染要因の

空間分布を示し, 汚染予測マップの作成を行った。この

結果を基に, 空間的に分布した汚染要因による汚染寄与

（すなわちノンポイントソース）・ポイントソースによ

る汚染寄与の推定を行った。 

環境中濃度データ
（レセプターデータ）

解析用サンプルの選定

地理情報データ
（汚染要因候補データ）

汚染要因候補変数の選定

データ結合

汚染予測式

東京湾流域内の
汚染予測

空間分布した汚染要因の探索

東京湾流域河川調査データ 東京湾流域の集水域地理情報

・天候条件
・採水位置
・試料間の独立性 など

・変数の意味付け
・変数内での相間

ポイント・ノンポイント
汚染の寄与率推定

・統計解析
・統計モデリング

汚染要因の空間分布
（汚染ポテンシャルマップ）

目的変数 説明変数

GISベースの
レセプターモデリング

 
図 1 GIS ベースレセプターモデルによる PFCs の汚染

源同定と寄与探索のフロー 
 

レセプターデータ 
解析に用いるレセプターデータは, 東京湾流域におけ

る PFC 汚染調査 8)（調査期間：2009 年 4 月 3 日～5 月 1
日）によって得られたデータを利用した。このデータの

うち, 統計解析上のバイアスや汚染源に関係しない環境

要因影響を極力排除するため, 以下の条件に基づくもの

のみを利用した。 
 

1)互いに独立した試料である（直接的に上流・下流の関

係になく, 河川水の混じり合いがない） 

2)潮汐による大きな水質変動を受けていない 

3)採取点が集水域の末端から大きくずれていない 

4)前日～採取時までの間に降雨が無く, runoff イベント

の影響が少ない 

 

汚染要因候補変数 
汚染源解析において重要となる GIS データベースにつ

いては表 2 のように情報整備を行った。 
 
表 2 整備した主要な地理情報データ 

No.
抽出変数・ 

データ 
データ名 

デ ー タ 形

式・解像度
データ年度 

1 空港占有率 空港データ ベクター 平成 19 年度

2 

廃棄物処理場

個数密度（平

成2年度のみ）

公共施設デー

タ 
ベクター 

(平成 18 年

度) 

平成 2年度 

3 道路幅員密度
道路密度・道路

延長メッシュ 

1 km メッ

シュ 
平成 16 年度

4 
各種土地利用

の面積密度 

土地利用細分

メッシュデー

タ 

100 m メッ

シュ 
平成 18 年度

5 駅占有率 鉄道データ ベクター 平成 17 年度

6 
感潮予測ライ

ン 

標高・傾斜度細

分メッシュ 

250 m メッ

シュ 
昭和 56 年度

7 人口密度 
国勢調査（人

口） 

1 km メッ

シュ 
平成 17 年度

8 
事業者・事業

所数密度 

事業所・企業統

計データ 

1 km メッ

シュ 
平成 18 年度

9 下水整備率 下水整備状況 ベクター 平成 16 年度

10 
集水域境界/

面積 

東京湾流域分

水界データ 
ベクター 平成 16 年度

11 
公共・商業施

設位置 
全国基盤地図 ベクター 

平成 21 年販

売開始年 

 
このデータベースを基に集水域ごとに地理情報を集計

し, 汚染要因候補変数としてまとめた。汚染源解析に用

いたデータは,  
 

1）汚染要因として解釈が可能なもの 

2）変数間で高い相関がなく, 独立した影響要因と捉え

られるもの (r < 0.7) 

 
として, 土地利用種（農用地, 森林荒地以外, 交通用地, 
河川地及び湖沼, その他の用地, ゴルフ場）, 下水整備率, 
下水集水面積密度, 廃棄物処理場個数密度, 駅占有率, 
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人口密度の 11 種を抽出した。森林荒地以外とは人的負荷

のかからない「森林」と「荒地」の土地以外の用地であ

り, 土地利用形態に関わらず人的負荷が一様にかかる地

域を表現するものとした。駅占有率は, 集水域内に占め

る駅を中心とした半径 50 m 範囲の割合として求め, 都
市化の指標値とした。下水集水面積密度は, 集水域内に

下水処理場が立地する場合, 集水域内に占めるその処理

場の集水面積の割合とし, 下水負荷の指標とした。 
人口密度については, いくつかの変数と r = 0.9 以上の

相関係数を示したが, 先行研究において PFC 汚染指標と

して用いられており 9,10), それらとの比較検討のために

残し, 変数間の強相関による多重共線性については, 重
回帰分析における変数選択のステップにて対処した。 
 

GIS ベースレセプターモデルによる汚染源探索 

レセプターデータと汚染要因候補データ間での関係性

解析を行うことで, GIS ベースレセプターモデルによる

汚染源探索を行った。環境中の化学物質濃度の分布は一

般的に対数正規分布することが知られており, PFC 濃度

データもその分布形状から対数変換した。この対数濃度

と汚染要因候補データとの間に相関がみられる場合, 多
くのケースで対数関数の関係が見られたことから, 最終

的に汚染要因候補データも対数変換して両対数として

重回帰分析を行い, パラメータ推定を行った。変数の絞

り込みはステップワイズ前進法（pin, pout < 0.05）により

行った。回帰モデルは式(Ⅰ)の一般式で表わされる。 

)(
0

Ⅰ　　…=∏
=

j
j

n

j
conc fPFC β

 

ここで, ある汚染要因を jとし, fjは jの汚染要因スコア, 
βj は回帰における推定パラメータである。ただし, j = 0
のとき fj = e である。 

 
汚染ポテンシャルマップ 
得られた回帰モデルを用いて汚染要因の空間密度分布

を算出した。この分布図は各集水域ブロックにおける

PFC 汚染要因の集中度を示し, 集水域ブロックが持つ

PFC 汚染に寄与する潜在能であることから, 汚染ポテン

シャルマップと呼ぶ事とする。ここで考慮される汚染要

因は空間分布したもののみで, スポット的に大きな負荷

のかかるポイント汚染源については, GIS 情報やサンプ

ルの少なさ等の問題から回帰モデルに組み込んでいな

い。このようなポイント汚染源と考えられた影響につい

ては, 後述する統計処理の段階で回帰モデルから除外し

た。すなわちここでの回帰モデルは面的な広がりを持つ

いわゆるノンポイント汚染源からの影響のみを評価す

るものとなる。 
 

汚染寄与推定 
上述の汚染ポテンシャルマップは汚染要因分布を示す

ものであり, 河川中濃度を表現するものではない。東京

湾流域河川における PFC 濃度予測には, 汚染ポテンシャ

ルマップについて河川流下に伴う各集水域ブロックか

らの河川水の流入による PFC 濃度の混合・希釈を考慮す

る必要がある。今回の解析においては, 各集水域におけ

る流量データの取得が困難であったため, 流下に伴う

PFC 負荷量の加算によって濃度を計算することができな

かった。そこで, 流下過程ごとに集水域を再構築して地

理情報を再集計し, 回帰モデルから濃度を再算出するこ

とで, 流下を考慮した PFC 汚染予測マップを算出した。

この結果を基に, ポイント・ノンポイントソースによる

汚染寄与の推定を行った。 
 

3. 解析結果と考察 
 

GIS ベースレセプターモデルの結果 

PFOS, PFOA, PFNA, 溶存有機炭素（DOC）, 懸濁物質

（SS）,電気伝導度（EC, イオン性物質の指標）について

汚染要因探索の結果を表 3 に示す。 
 
表 3 汚染源探索において得られた回帰モデル 

物質

β1説明変数名 

（上段） 

偏回帰係数 

（中段） 

標準化偏回帰係数

（下段） 

β2 β3 β0 R2-ad
定量可

能サン

プル（%）

PFOA

森林荒地以外 - - 定数 

0.84 98 1.3 - - 2.2 

0.91 - - - 

PFNA

森林荒地以外

下水集

水面積

密度 

- 定数 

0.68 94 

1.4 0.15 - 4.4 

0.77 0.22 - - 

PFOS

交通用地 
人口密

度 
- 定数 

0.84 94 
0.83 0.42 - 1.6 

0.51 0.46 - - 

DOC

交通用地 - - 定数 

0.07 100 0.75 - - 2.0 

0.30 - - - 

SS 

森林荒地以外

廃棄物

処理場

個数密

度 

農用

地 
定数 

0.39 98 

0.56 -0.34 0.24 1.2 

0.55 -0.44 0.32 - 

EC 

駅占有率 - - 定数 

0.22 92 0.39 - - 8.0 

0.48 - - - 

 
PFCs については 18 種の同族体（PFCA6 種, 鎖長が枝

分かれした分岐 PFCA4 種, PFSA2 種, PFOS, 分岐 PFOS2
種, PFOS の前駆物質 3 種）について同様の解析を行った

が , 濃度データの 45％以上が＜LOQ となる同族体
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（PFPeS, NMeFOSAA）では自由度調整済み R2(R2-ad)が
0.4 以下と低い結果となり, 有効な解析には＞LOQ のデ

ータが一定割合以上必要であると言える。DOC, SS, EC
については表 3 に示したように, 有効なデータ数が十分

そろっていたものの, R2-ad が低い結果となった。DOC に

ついてはノンポイント汚染による負荷があると考えら

れ, 降雨時に runoff により流出量が増加する現象も観測

されている 2)。SS についてもノンポイント汚染負荷とし

て降雨時の流出量の増加が見られる 11)。一方で, SS と都

市域（もしくは森林域）土地被覆との間に有意な相関が

見られなかったとする報告があり 12), SS のように, 降雨

流出によって顕在化するタイプのノンポイント汚染に

対して, 平水時の状況を分析する本手法ではその影響の

捕捉ができないと言える。これに対し PFCs は水溶性の

高いイオン性物質であり, 高い土壌浸透特性 13), それに

由来すると考えられる地下水汚染 14)が報告されている。

すなわち, PFCs のような水溶性の高い物質は降雨流出に

よってのみ汚染が顕在化するわけではなく, 基底流量時

においても常に一定した流出があると言える。このよう

な水溶性の物質であるという PFCs の性質が本手法によ

って空間分布した PFC の汚染要因を捉える事を可能に

していると考えられる。水域における GIS ベースレセプ

ターモデルの適用の際には, この点をよく検討すること

が重要になると言える。 
分岐 PFCA についても, 低い R2-ad を示したが, これは

ノンポイント汚染源からの流出が主要な汚染原因でな

いことを示唆するものと考えられる。分岐 PFCA の汚染

源と環境動態については未だ不明な点が多いが, 直鎖

PFCA とは異なる可能性が示唆されている。これまでに

得られている知見については別報 3,8,15)を参照されたい。 
PFOS について, 回帰モデルによる推定値と実測値を, 
横軸を交通用地としてプロットしたものを図 2 に示した。 

PFOS =e1.6 ×（交通用地0.83 ）
×（人口密度0.42）

 
図 2 回帰モデルによる推定値と実測値のプロット 

 
解析方法の節でも触れたが, スポット的に負荷のかか

るポイント汚染源の影響については, 解析結果に組み込

むことが困難であるため, 実測値が推定値を大きく上回

る場合にはポイント汚染源からの負荷による影響があ

ると考え, はずれ値として回帰分析に用いるデータから

除外した。除外の基準は推定値＋3σ（ここでの σは標本

の予測区間に基づく標準偏差）を上回る場合とした。50
プロットの内, いずれか 1 つの実測プロットでもこれを

偶然上回る確率は 12.5％であり, 基本的にはこれを上回

るケースはポイント汚染源によるものと考えられる。実

際にはずれ値と判断された地点には電子部品工場の集

中的な立地, 自衛隊演習場など汚染源と考えられるもの

の存在が確認された。 
汚染源探索によって抽出された汚染要因について各

PFC 同族体の傾向を見たところ, PFCAs は人的負荷が一

様にかかる地域となる「森林荒地以外」の土地利用が共

通して選択された。このことから PFCAs のノンポイント

汚染源は, 人的負荷がかかる地域に広範に分布している

と言える。PFCAs の中でも PFNA については下水負荷の

大きさの指標を表わす「下水集水面積密度」が森林荒地

以外とともに選択された。これは PFNA の汚染源として

下水処理場排水が寄与していることを示している。実際

に, 東京湾流域における水質調査においても下水処理場

排水中の際立った PFNA 濃度レベルが確認されており 8), 
本結果は実際の結果を良く反映したものであると言え

る。PFSAs, PFOS の分岐異性体と前駆物質については共

通して交通用地が選択された。これまでに人口密度との

相関が報告されていたが 9,10), 交通用地の存在の方が汚

染要因をより良く反映するものと言える。実際の環境調

査において道路塵埃中に高濃度で PFC が含まれること

が報告されており 16), PFCs によるノンポイント汚染を示

唆するものと考えられる。ただし, これは PFOS 関連物

質に特有のものではなく, PFCAs についても同様であっ

たため, 本解析において PFOS 関連物質のみ交通用地が

汚染源として選択された結果を支持するものではない。

特許公報データベースにおけるキーワード検索調査 17)

からは PFOS の交通関連における利用が示唆されが、

PFOS 関連物質の空間分布した汚染源については, 本解

析の結果と合わせてさらなる調査による特性化が求め

られる。 
 
汚染ポテンシャルマップ 
上述の回帰モデルに基づき, 作成した PFOS のポテン

シャルマップを図 3 に示す。図中の値は濃度で示されて

いるが, これは集水域内に存在する汚染要因によって形

成される各集水域ブロック末端の河川水中 PFOS 濃度を

意味する。PFOS の汚染要因には交通用地と人口密度が

選択され, 都心に近付くほど汚染要因が集中する傾向が
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見られた。 

 
図 3 東京湾流域におけるノンポイント汚染源の汚染ポ

テンシャルマップ（PFOS） 

集水域ブロックの区分けごとに汚染要因密度を表示 

 
R2-ad > 0.5 であった PFC 同族体についての汚染ポテン

シャルマップを図 4 に示す。 

 
図 4 各 PFC 同族体の汚染ポテンシャルマップ(R2-ad > 

0.5) 

 
先述の通り, 汚染要因の傾向はPFCAsとPFSAs及びそ

の関連物質の 2 つに大別された。その結果の空間分布傾

向について, PFCAs（図4の上半分）, 特にPFHpAとPFOA
は汚染要因が一様に分布する傾向にあることが窺える。

この中で PFNA は下水処理場の存在によってスポット的

に高いレベルになっている。それに対し PFSAs 及びその

関連物質（図 4 の下半分）は都心部に集中していること

が窺える。PFCAs 汚染要因分布が PFSAs 等と比較して空

間的に一様であったことは, これら PFCAs の（ポイント

汚染源を除く）空間分布した汚染源があらゆる点に拡散

して存在し, 汚染の遍在性がより高いことを示唆してい

る。 
 
ポイント/ノンポイント汚染の寄与率推定 
東京湾流域における PFC 汚染予測について, 方法の項

で述べた手順により流下過程での混合希釈を考慮した

予測汚染マップを算出した。この予測汚染マップはノン

ポイント汚染源からの流出負荷分の影響のみを反映し

たものとなる。これに対して, 実測値はポイント及びノ

ンポイント汚染源からの流出負荷分であり, 実測値と予

測汚染マップでの推定値の差分から任意の地点でのポ

イント・ノンポイント汚染負荷の寄与内訳を推定するこ

とが可能となる。図 5 に PFOS について, 主要河川にお

ける寄与内訳の結果を示す。河川流域によっては, ノン

ポイント汚染負荷がポイント汚染負荷と同等かそれを

上回るケースがあった。ここでノンポイント汚染源から

の負荷量は晴天時におけるものである。PFC 汚染は降雨

時における runoff によりノンポイント汚染源からの流出

負荷量が増大することが明らかとなっており 1,2,16,18,19), 
降雨影響を含めた場合ノンポイント汚染源の寄与はよ

り大きなものになると考えられる。 
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図 5 東京湾主要河川における PFOS のポイント・ノンポ

イント汚染負荷内訳 

実測値について, 単回調査のため実測値変動幅はエラーバー

(SD 幅)には考慮されていない 

 
4. まとめと今後の展望 

 
PFC汚染に対し, GISを活用したレセプターモデルによ

る汚染源解析手法の開発を行った。 
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PFC 汚染は, 未だにその情報が限られ, ノンポイント汚

染源を持つことも知られており, 「未知汚染源の把握」

や「空間分布した汚染源の評価」に大きな課題が残され

ていた。本手法は, GIS ベースのレセプターモデルであり, 
それらの課題に対し, 汚染源とその空間分布状況・寄与

を示し, 未知汚染源としてのノンポイント汚染源を明確

化することに成功した。このことから本手法を, 未知汚

染源の探索手法, ノンポイント汚染の評価に対する有望

な手段として提案できる。 
一方で本研究を通じて, この手法における今後の発展

のための課題が抽出された。それらは下記のようにまと

めることができる。 
 

・解像度が集水域単位と荒く, 向上が望まれる 

・個別のポイントソースの特定と評価方法が必要である 

・汚染要因候補変数の拡充が必要, すなわち GIS データ

ベースの増強が必要である 

・流下過程における PFC 挙動の検討が必要である 

・PFC 汚染以外への適用性の検討が望まれる 

・降雨時における負荷量増大分の評価法への拡張検討が

望まれる 

 
今後これらの問題を克服し GIS ベースレセプターモデ

ルをさらに発展させるために, 解像度を向上させるため

の原単位算出, PRTR データの活用, GIS データベースの

発展, 降雨時の汚染増加影響の検討, 集水域からの汚染

物質の流出特性とその特性のGIS解析への導入に関する

研究などが必要となる。 
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